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遺伝学的情報の特色
(1)生涯不変であって，疾患の将来の発症可能性や易罹患

性を示す。

→それを得るか否かについて本人の希望を尊重すること，
および保険加入や就職などでの差別の問題を考慮するこ
とが必要となる【IC，守秘・個人情報保護】。

(2)祖先から子孫に伝わり血縁者間で共有される部分を有す
る。

→患者の遺伝学的情報を血縁内の他者が利用する問題が
生じてくる【開示義務←→守秘】。

(3)完全に同一の遺伝学的情報を持つ者がいない＋不変性
→個々人を特定できる情報という特質を持つ【IC，守秘】。
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ヒト遺伝情報に関する国際宣言

2003.10.16.ユネスコ総会が International Declaration On 
Human Genetic Data を採択。

A. General Provisions（一般規定）
B. Collection（収集）
C. Processing（処理）
D. Use（使用）
E. Storage（保管）
F. Promotion And Implementation（促進と実施）
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ヒト遺伝情報に関する国際宣言

第4条: 特別の地位

(a) ヒト遺伝情報は，以下の理由で，特別の地位を有する。

(i) 個人の遺伝的疾病体質を予見できること。

(ii) 家族や何世代にもわたる子孫に対して，場合によっては，当
事者が属する集団全体に対して重大な影響を及ぼすことがあ
ること。

(iii) 試料の採取時にその意義が知られていない情報を含んでい
ることがあること。

(iv) 各人や各集団にとって文化的な意義を持つことがあること。

(b) ヒト遺伝情報のセンシティビティに対して適切な配慮が払わ
れ，これらの遺伝情報や試料に対する適切な保護のレベル
が確立されるべきである。
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生命科学・先端医療技術に関する政府指針

◆大学等における遺伝子治療臨床研究に関するガイドライン（文部
省，1994.6.9，同年，別に厚生省・指針。その後，遺伝子治療臨床
研究に関する指針，両省，2002.3.27制定，2004.12.28全部改正）

◆遺伝子解析研究に付随する倫理問題等に対応するための指針
（いわゆる「ミレニアム指針」，厚生省，2000.4.28，2001.4.1廃止）

◆ヒトゲノム・遺伝子解析研究指針（いわゆる「遺伝子解析研究三省
指針」，文科省・厚労省・経産省,2001.3.29制定，2004.12.28全部改
正，2005.6.29改正）

◆ES細胞指針（文科省，2001.9.25）

◆特定胚指針（文科省，2001.12.5）

◆疫学研究倫理指針（文科省・厚労省，2002.6.17制定，2004.12.28
全部改正，2005.6.29改正）

◆臨床研究倫理指針（厚労省,2003.7.30制定,2004.12.28全部改正）

◇ヒト幹細胞臨床研究指針（厚労省，策定中）
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ヒトゲノム・遺伝子解析研究倫理指針　基本方針

（１）人間の尊厳の尊重
（２）事前の十分な説明と自由意思による同意（インフォームド・コンセン

ト）
（３）個人情報の保護の徹底
（４）人類の知的基盤、健康及び福祉に貢献する社会的に有益な研究

の実施
（５）個人の人権の保障の科学的又は社会的利益に対する優先
（６）本指針に基づく研究計画の作成及び遵守並びに独立の立場に立っ

た倫理審査委員会による事前の審査及び承認による研究の適正の
確保

（７）研究の実施状況の第三者による実地調査及び研究結果の公表を
通じた研究の透明性の確保

（８）ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する啓発活動等による国民及び
社会の理解の増進並びに研究内容を踏まえて行う国民との対話
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インフォームド・コンセント

第３ 　提供者に対する基本姿勢

　10 　インフォームド・コンセント

　（３）　研究責任者は、提供者に対して、事前に、その研究の意
義、目的、方法、予測される結果、提供者が被るおそれのあ
る不利益、試料等の保存及び使用方法等について十分な説
明を行った上で、自由意思に基づく文書による同意（インフォー
ムド・コンセント）を受けて、試料等の提供を受けなければなら
ない。…

　（４）　研究責任者は、インフォームド・コンセントを受ける際には、
偽りその他不正な手段を用いてはならない。

　　　また、試料等の提供を受ける際には、提供者に不安を覚え
させることがないよう配慮しなければならない。
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匿名化と個人情報管理者

本指針においては，医療機関や検診機関など遺伝子解析研究のため
の試料等が患者などから採取される機関と，遺伝子解析研究そのも
のを実施する機関とを，あわせて「研究機関」と呼ぶが，基本的に両
者は区別され，前者の「試料等の提供が行われる機関」から後者へ
試料が提供される際には，原則として試料は匿名化されなければな
らない（試料等の提供が行われる機関内のヒトゲノム・遺伝子解析研究を行う研究部門に

試料等を提供する際にも，原則として匿名化しなければならない。６(34)）。その匿名
化の責任を担うのが個人情報管理者である（８(1)）。

なお，「提供者又は代諾者等が，匿名化を行わずに外部の機関又は試

料等の提供が行われる機関における研究部門に提供することに同意し，かつ，
倫理審査委員会の承認を受け，研究を行う機関の長が許可した研究
計画書において，匿名化を行わずに，外部の機関又は試料等の提供が行

われる機関における研究部門に提供することが認められている場合には，
試料等の匿名化を行わないことができる」（６(34)但書）。
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遺伝医学関連10学会ガイドライン
2001.3.日本遺伝カウンセリング学会，日本遺伝子診療学
会，日本産科婦人科学会，日本小児遺伝学会，日本人
類遺伝学会，日本先天異常学会，日本先天代謝異常学
会，家族性腫瘍研究会「遺伝学的検査に関するガイド
ライン（案）」

2003.8.日本遺伝カウンセリング学会，日本遺伝子診療学
会，日本産科婦人科学会，日本小児遺伝学会，日本人
類遺伝学会，日本先天異常学会，日本先天代謝異常学
会，日本マススクリーニング学会，日本臨床検査医学
会，家族性腫瘍研究会「遺伝医学関連学会・遺伝学的
検査に関するガイドライン」（医療・介護関係事業者にお
ける個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン（平成
16.12.24）でも参照された。）
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遺伝医学関連10学会GL・インフォームド・コンセント

３. 遺伝学的検査を実施する場合には，事前に担当医師が被検

者から当該遺伝学的検査に関するインフォームド・コンセント
を得なければならない．

(2)遺伝学的検査を受けるか否かは，それを受ける者の自由意

思に基づいて決定されなければならない．

(3) 未成年者など，自由意思に基づいて決定を行うことが困難な

場合には，本人に代わって検査の実施を承諾することのでき
る地位にある者の代諾を得なければならない．この場合，でき
る限り被検者本人の理解を得るために努力し，代諾の必要性
についての判断は慎重になされるべきである．代諾は，親権
者，後見人，成年後見人などの代諾者により行われ，代諾者
は被検者の将来にわたる利益を最大限に保護するよう努めな
ければならない．
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遺伝医学関連10学会GL・未成年者に対する検査

４. 遺伝学的検査は次の場合には行わないこともあり得る．

(2) 治療法または予防法が確立されていない成人期以後に発症

する遺伝性疾患について，小児期に遺伝学的検査を行うこと
は，基本的に避けるべきである．

(3) 将来の自由意思の保護という観点から，未成年者に対する

遺伝学的検査は，検査結果により直ちに治療・予防措置が可
能な場合や緊急を要する場合を除き，本人が成人に達するま
で保留するべきである．

　　――成人に至らず死亡する疾患の場合はどのように扱うべき
か。

　　――遺伝学的検査実施前に特定の遺伝病罹患が判明してい
る場合はどのような扱うべきか。
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10学会GL・結果開示と守秘，第三者開示

Ⅲ　２．検査結果を開示するにあたっては，開示を希望するか
否かについて被検者の意思を尊重しなければならない．得
られた個人に関する遺伝学的情報は守秘義務の対象にな
り，被検者本人の承諾がない限り，基本的に血縁者を含む
第三者に開示することは許されない．

Ⅱ　３．(4) インフォームド・コンセントを得る際の説明にあたっ

て，遺伝についての基礎的事項を説明する中で，遺伝学的
情報が血縁者間で一部共有されていることに言及し，得ら
れた個人の遺伝学的情報が血縁者のために有用である可
能性があるときは，積極的に血縁者への開示を行うべきで
あることについて，被検者の理解を得るよう，担当医師は努
力しなければならない．
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Ⅲ　６．検査結果は，被検者の同意を得て，血縁者に開示することが
できる．被検者の同意が得られない場合，以下の条件をすべて満
たす場合に限り，被検者の検査結果を血縁者に開示することが可
能である．但し，被検者の同意が得られない場合の開示の可否は，
担当医師の判断のみによるのではなく，所轄の倫理委員会などの
判断に委ねるべきである．

(1) 被検者の診断結果が血縁者における重大な疾患の発症予防や
治療に役立つ情報として利用できること

(2) 開示することにより，その血縁者が被る重大な不利益を防止でき
ると判断されること

(3) 繰り返し被検者に説明しても，血縁者への開示に同意が得られ
ないこと

(4) 被検者の検査結果について，被検者の血縁者から開示の要望
があること

(5) 血縁者に開示しても，被検者が不当な差別を受けないと判断さ
れること

(6) 開示は，その疾患に限り，かつ血縁者の診断，予防，治療を目
的とすること



www2.kobe-u.ac.jp/~emaruyam/

遺伝子変異を持つリスクのある者への開示
（大統領委員会報告書の定める要件）

①被検者から開示に対する承諾を得るために相当の努
力が尽くされたが成功しなかったこと

②情報が開示されなければ不利益が発生することと開
示される情報が不利益の回避に現実に役立つことの
双方について高い可能性があること

③特定の個人が受ける不利益が重大なものであること

④当該病気の診断・治療に必要な遺伝情報だけが開示
されるよう適切な措置が講じられること

（ “ Screening and Counseling for Genetic Conditions”
(1983)）
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遺伝情報の第三者開示と差別の禁止

◆ユネスコ「ヒト遺伝情報に関する国際宣言」(2003)

第14条(b)「個人を特定できるヒト遺伝情報等は、国内法によって定
められた重要な公共の利益のためである場合、または情報に基
づいた明示的な同意が得られている場合を除き、第三者、特に
雇用者、保険会社、教育機関及び家族に対して開示され、また
は入手可能とされるべきではない。」（要約）

◆遺伝学的検査に関するガイドライン（関連10学会、2003）

３．発症予測を目的とする遺伝学的検査

「(2) 発症予測を目的とする遺伝学的検査の対象者は，一般に健
常者であるため，厳格なプライバシーの保護及び適切な心理的
援助が措置されなければならない。特に就学，雇用及び昇進，
並びに保険加入などに際して，差別を受けることのないように，
配慮しなければならない。」
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保　険（生命保険）

◆危険選択・分類における予測的遺伝情報使用に関する取組み

(1)広く遺伝的特徴に基づく差別を禁止するタイプ（ユネスコ世界

宣言）。

(2)遺伝学的検査及び結果の使用を医療・研究目的に限定する
タイプ（Council of Europe’s Biomedicine Convention, 1997）。

(3)法律で保険会社が遺伝学的検査の実施や既存の検査結果

の告知を求めることを禁止するタイプ（欧州諸国〔ただし、スイ
スは、ICがあれば使用を認める〕、合衆国の6州）。

(4)遺伝検査実施・検査結果の使用についてモラトリアムを保険

業界主導で定めるタイプ（欧州諸国、オーストラリア、カナダ）。

(5)特段の規制を行わないタイプ（日本）。
Knoppers et al. in Genetics and Life Insurance (Rothstein ed., 2004) 173-194.
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モラトリアム――イギリスの例

1997: Human Genetics Advisory Commissionの勧告「保険での遺伝学的

検査の使用についてモラトリアムをおく；特定の遺伝学的検査の結果の

告知義務の承認のためには検査結果と危険との関連の立証が必要」。

1997.12: Association of British Insurers (ABI), Code of Practice――遺伝

学的検査の受検を求めることを禁止；10万ポンド以下のローン関連の保

険について既存の検査結果の考慮もモラトリアムで禁止。

1999.4: The Genetics and Insurance Committee (GAIC) 設置（遺伝学的検

査の評価基準の策定，具体的検査法の評価を行う政府の諮問機関）。

1999.12: Human Genetics Commission　(HGC) 設置（政府の諮問機関）。

2000.10: GAIC ハンチントン病遺伝子検査を生命保険に用いることを承認。

2001.10: ABIと政府が新たなモラトリアムに合意――50万ポンド未満の生

命保険、30万ポンド未満の重度疾病保険については、遺伝学的検査の

要請も、結果の告知を受けることもない。しかし、家族歴の告知は受ける。
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モラトリアム――イギリスの例

◆保険に関わる二つの理念

　●Solidarity（全員加入の社会保険；所定の保険料・税）

　●Mutuality（任意加入；危険に応じた保険料）

◆倫理原則と民間保険制度

　●倫理的観点――本人に責任のないことを理由とする差別は許さ

れない。

　●保険制度の観点――民間保険は、基本的に、未知の危険を多

数の者によってプールする制度である。保険が民間の制度である

限り，遺伝情報などのリスク情報（正確である限り）の利用を禁止す

ることは難しい。高リスク者等の保護は，社会保障・社会福祉の観

点から国などによってなされるべきである。

◆一定額未満の保険はSolidarityの理念で、それ以上はMutualityで。
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遺伝病と保険に関するわが国の訴訟

原告（c.1963年生まれ）、小学校高学年から痙性麻痺等で、歩行困難
が始まり、病院の受診開始。中学生の時、下肢内転が進行するも、
手術で改善される。大学1年時、歩行可能距離は1kmほど。1989年、
本件生命保険契約（高度障害保障特約つき）締結（締約前に、足の
手術を受けたこと、身体障害者第2種4級に認定されていること、病院
受診していることを告知し、保険会社指定医の診察を受けた）。1990
年、33日間入院、91年7日間入院（入院給付金支払い）。1994年、原
告の病気（常染色体劣性遺伝の遺伝疾患）の確定診断。

1992年、原告は、障害者1級に認定されたこともあり、被告保険会社支
部長に高度障害保険金請求を相談。支部長は、保険金をもらうと、保
険契約終了により入院給付金がもらえなくなるので、保険金必要時ま
で請求を延期することをすすめた。

1999年、原告が高度障害保険金請求をしたところ、会社は、保険契約
中の、責任開始期前発病不担保条項に基づいて、支払を拒否。
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遺伝病と保険に関するわが国の訴訟

◆神戸地裁平成15年6月18日判決――責任開始期前発病不担保条
項を適用して、「原告の現在の障害状態は、責任開始期前の疾病
によるそれが自然な経過により増悪し、高度障害状態に発展した」
ものであり、保険金支払の要件を満たしていない、として、原告敗
訴。〔しかし、被告会社も、「遺伝子に疾病の原因がある場合であっ
ても、責任開始期には症状が発現しておらず、責任開始期以後に
発現したとすれば、現実に症状が発現した時点で発病したと認定さ
れ、」保険金を受給できることを認めていた。〕

◆大阪高等裁判所平成16年5月27日判決

　原告の高度障害状態は、責任開始期に発症していた遺伝疾患が
その後進行したもので、保険金支払いの要件は満たされていない
が、①本件保険契約締結の経緯、②2回の入院について入院給付
金が支払われたこと、③保険会社支部長のアドバイスにより請求
が延期されたこと、などに照らすと、保険会社の保険金支払い拒否
は信義則違反に該当し、認められない。
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個人情報保護法制

民間部門　 公　　的　　部　　門

（義務・罰則） 行政機関　行政法人　 地方公共団体

個人情報

保護法

(4～6章)

行政機関

個人情報

保護法

独立行政機

関等個人情

報保護法

各地方公共

団体・個人情

報保護条例
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個人情報取扱事業者の義務：利用目的
第15条　１　個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに当たっ
ては、その利用の目的（以下「利用目的」という。）をできる限り特
定しなければならない。

第16条　１　個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得な
いで、前条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範
囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。

３　前２項の規定は、次に掲げる場合については，適用しない。

一　法令に基づく場合

二　人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であっ
て、本人の同意を得ることが困難であるとき。

三　公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に
必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であると
き。［四　略］
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個人情報取扱事業者の義務：利用目的の通知・公表

第18条　１　個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、
あらかじめその利用目的を公表している場合を除き、速やかに、
その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。

４ 前３項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。

一　利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は
第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれが
ある場合

二　利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人
情報取扱事業者の権利又は正当な利益を害するおそれがある
場合

［三，四，略］
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個人情報取扱事業者の義務：第三者提供
第23条　１　個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほ
か、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者
に提供してはならない。

一　法令に基づく場合

二　人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場
合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。

三　公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために
特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難
であるとき。

四　国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者
が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要
がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務
の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。
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個人情報取扱事業者の義務：開示

第25条　１　個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が

識別される保有個人データの開示・・・を求められたときは、

本人に対し、政令で定める方法により、遅滞なく、当該保有

個人データを開示しなければならない。ただし、開示すること

により次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又

は一部を開示しないことができる。

一　本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を

害するおそれがある場合

二　当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい

支障を及ぼすおそれがある場合

三　他の法令に違反することとなる場合
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個人情報取扱事業者の義務：訂正

第26条　１　個人情報取扱事業者は、本人から、当該本
人が識別される保有個人データの内容が事実でないと
いう理由によって当該保有個人データの内容の訂正、追
加又は削除（以下この条において「訂正等」という。）を求
められた場合には、その内容の訂正等に関して他の法
令の規定により特別の手続が定められている場合を除
き、利用目的の達成に必要な範囲内において、遅滞なく
必要な調査を行い、その結果に基づき、当該保有個人
データの内容の訂正等を行わなければならない。

［２　略］
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附帯決議と医療に関する個別法

衆議院個人情報保護に関する特別委員会――「五　医療，金融・
信用，情報通信等，国民から高いレベルでの個人情報の保護
が求められている分野について，特に適正な取扱いの厳格な
実施を確保する必要がある個人情報を保護するための個別法
を早急に検討すること」

参議院個人情報の保護に関する特別委員会――「五　医療（遺
伝子治療等先端的医療技術の確立のため国民の協力が不可
欠な分野についての研究・開発・利用を含む），金融・信用，情
報通信等，国民から高いレベルでの個人情報の保護が求めら
れている分野について，特に適正な取扱いの厳格な実施を確
保する必要がある個人情報を保護するための個別法を早急に
検討し，本法の全面施行時には少なくとも一定の具体的結論
を得ること」



www2.kobe-u.ac.jp/~emaruyam/

個人情報保護と医学研究

◆文部科学省 科学技術・学術審議会 生命倫理・安全部会「ラ

イフサイエンス研究におけるヒト遺伝情報の取扱い等に関す
る小委員会」（2004年7月～12月，第3～11回合同開催）

◆厚生労働省 厚生科学審議会 科学技術部会「医学研究におけ
る個人情報の取扱いの在り方に関する専門委員会」（平成16
年7月～12月，第2～10回合同開催）

◆産業構造審議会 化学・バイオ部会「個人遺伝情報保護小委
員会」（平成16年6月～12月，第2～11回合同開催）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

◆ヒトゲノム・遺伝子解析研究指針ほか４指針の全部改正
（2004.12.28），［ゲノム指針と疫学研究指針の改正（2005.6.29
改正〔痴呆→認知症〕←介護保険法等の改正］）
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個人情報保護と医療・産業
【医療】

◆厚生労働省医政局「医療機関等における個人情報保護のあり
方に関する検討会」（平成16年6月～12月）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

●医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた
めのガイドライン（平成16.12.24）――遺伝情報については，ユ
ネスコ国際宣言，遺伝医学関連10学会ガイドライン，医学研究
の指針等を引用，また，心理社会学的支援の必要性をうたう。

【遺伝関連事業】
◆産業構造審議会 化学・バイオ部会「個人遺伝情報保護小委員

会」（平成16年6月～12月）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

●経済産業分野のうち個人遺伝情報を用いた事業分野における
個人情報保護ガイドライン（平成16.12.17）
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個別法の要否について

「医学研究等における個人情報の取扱いの在り方等につ

いて」の意見書の公表について（平成16年12月24日）

【法制化に関する委員会の議論のまとめ】

○　本委員会としては、個人情報保護の視点からの現行指針の

見直しを行うとともに、その実効性を確保するための各種の対

策、改正後の指針の遵守状況のフォローアップ等を実施するこ

とで、個人情報を保護するための格別の措置が講じられるもの

と考え、現段階において、個人情報保護法の全面施行に際し、

ヒトゲノム・遺伝子解析研究において別途個別法を創設するな

ど個人情報保護の観点から別途の法制化の必要性はうすいも

のと考える。なお、既述のように中長期的には法制化の課題も

含めて検討する必要があることも忘れてはならない。
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ヒトゲノム・遺伝子解析研究指針ほか
４指針の全部改正（2004.12.28）

◆個人情報保護法が定める事業者の義務等の規定がほ
ぼそのまま指針に取り込まれた。個人情報の定義な
ど，行政機関個人情報保護法などのより厳しい規定
のものが採用されたところもある。

◆民間の学術研究機関のみならず，国立の研究機関，
国立大学法人などにも，個人情報取扱事業者の義務
と同様の趣旨の義務が課される結果になっている。

※以下では，ヒトゲノム・遺伝子解析研究指針の主要
改正点についてみる。
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主要改正点①：法人としての組織的対応

　６ 研究を行う機関の長の責務

　（１）研究を行う機関の長は，その機関におけるヒトゲノム・遺伝

子解析研究の実施に関する最終的な責任を有し，研究責任

者及び研究担当者が研究計画に従って適正に研究を実施す

るよう監督しなければならない。その際，研究を行う機関の長

は，提供者等の人権を最大限保障すべきこと及び本指針，研

究計画等に反した場合に懲戒処分等の不利益処分がなされ

得ることについて，その機関の研究者等に対する周知徹底を

図らなければならない。
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主要改正点①：法人としての組織的対応
６　（２）研究を行う機関の長は，当該機関の定める規程により，本指針に定

める権限又は事務を当該機関内の適当な者に委任することができる。
　＜本指針に定める権限又は事務の委任に関する細則＞
１．研究を行う機関の長は，ヒトゲノム・遺伝子解析研究の円滑かつ機動的

な実施のために，本指針に定める権限又は事務の全部又は一部を統括
的な責任を有する者を定めて委任することができる。

２．統括的な責任を有する者とは，研究責任者等に対し監督上必要な命令
を行い，当該機関の研究全般について統括するものであり，例えば以下
のとおりである。

　・大学等に附属する病院の場合は，病院長
　・保健所の場合は，保健所長
　・大学医学部の場合は，医学部長
　・企業等に附属する研究所の場合は，研究所長
３．同一法人及び行政機関内で，研究及び試料等の提供が行われる場合

には，それぞれの業務毎に統括的な責任を有する者を定めて委任する
ことができる。
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主要改正点②：個人情報保護のための安全管理措置

６（３）　研究を行う機関の長は，その取り扱う個人情報の漏えい，
滅失又はき損の防止その他個人情報の安全管理のため，組
織的，人的，物理的及び技術的安全管理措置を講じなければ
ならない。

　また，研究者等に個人情報を取り扱わせるに当たっては，当該
個人情報の安全管理が図られるよう，当該研究者等に対する
必要かつ適切な監督を行わなければならない。

　　　＜安全管理措置に関する細則＞

　組織的，人的，物理的及び技術的安全管理措置は，取り扱う
情報の性質に応じて，必要かつ適切な措置を求めるものであ
る。
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主要改正点②：個人情報保護のための安全管理措置

１．組織的安全管理措置
　組織的安全管理措置とは，安全管理について研究者等の責任と権限を

明確に定め，安全管理に対する規程や手順書を整備運用し，その実施
状況を確認することをいう。

２．人的安全管理措置
　人的安全管理措置とは，研究者等に対する，業務上秘密と指定された

個人情報の非開示契約の締結や教育・訓練等を行うことをいう。
３．物理的安全管理措置
　物理的安全管理措置とは，入退館（室）の管理，個人情報の盗難の防止

等の措置をいう。
４．技術的安全管理措置
　技術的安全管理措置とは，個人情報及びそれを取り扱う情報システム

のアクセス制御，不正ソフトウェア対策，情報システムの監視等，個人
情報に対する技術的な安全管理措置をいう。
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主要改正点③：個人情報保護のための開示等の請求

６（23）　研究を行う機関の長は，提供者又は代諾者等から，当該提供

者が識別される保有する個人情報の開示（当該提供者が識別される

保有する個人情報が存在しないときにその旨を知らせることを含む。

以下同じ。）を求められたときは，提供者又は代諾者等に対し，文書

により，遅滞なく，当該保有する個人情報を開示しなければならない。

　ただし，開示することにより次のいずれかに該当する場合は，その全

部又は一部を開示しないことができる。

　　ア　提供者又は第三者の生命，身体，財産その他の権利利益を害

するおそれがある場合

　　イ　法令に違反することとなる場合

　なお，保有する個人情報の全部又は一部について開示しない旨の決

定をしたときは，提供者又は代諾者等に対し，遅滞なく，その旨を通

知しなければならない。
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主要改正点③：個人情報保護のための開示等の請求

６（24）　研究を行う機関の長は，提供者又は代諾者等から，当該提

供者が識別される保有する個人情報の内容が事実でないという理

由によって当該保有する個人情報の内容の訂正，追加又は削除

（以下「訂正等」という。）を求められた場合には，その内容の訂正

等に関して他の法令の規定により特別の手続が定められている場

合を除き，利用目的の達成に必要な範囲内において，遅滞なく必

要な調査を行い，その結果に基づき，当該保有する個人情報の内

容の訂正等を行わなければならない。

　また，保有する個人情報の内容の全部若しくは一部について訂正

等を行ったとき，又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは，提

供者又は代諾者等に対し，遅滞なく，その旨（訂正等を行ったとき

は，その内容を含む。）を通知しなければならない。
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主要改正点③：個人情報保護のための開示等の請求

６（25)　研究を行う機関の長は，提供者又は代諾者等から，当該提供
者が識別される保有する個人情報が［目的外利用の禁止］に違反し
て取り扱われているという理由又は［不正の手段により］取得された
ものであるという理由によって，当該保有する個人情報の利用の停
止又は消去･･･を求められた場合であって，その求めに理由があるこ
とが判明したときは，違反を是正するために必要な限度で，遅滞なく，
当該保有する個人情報の利用停止等を行わなければならない。
　ただし，当該保有する個人情報の利用停止等に多額の費用を要す
る場合その他の利用停止等を行うことが困難な場合であって，提供
者の権利利益を保護するために必要なこれに代わるべき措置をとる
ときは，この限りでない。
＜利用停止等に関する細則＞
　本指針において，利用停止等とはインフォームド・コンセントの撤回
を受けて，廃棄等を行うこと等である。



www2.kobe-u.ac.jp/~emaruyam/

主要改正点④：連結可能匿名化と個人情報

３　保護すべき個人情報

　（１） 　「個人情報」とは，生存する個人に関する情報であって，
当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述等により特定
の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することがで
き，それにより特定の個人を識別することができることとなるもの
を含む。）をいう。

　（２）　個人情報を連結不可能匿名化した情報は，個人情報に該
当しない。個人情報を連結可能匿名化した情報は，研究を行う機
関において，当該個人情報に係る個人と当該情報とを連結し得る
よう新たに付された符号又は番号等の対応表を保有していない
場合は，個人情報に該当しない。

［同一の法人又は行政機関内の研究部門に対応表がない場合でも他の部門に対
応表があれば，個人情報となる――個人情報に関する規定の制約を受ける。］
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「医学研究等における個人情報の取扱いの在り方等
について」の意見書の公表について（平16.12.24）

○　なお、同一法人内における連結可能匿名化情報について、本委員
会としては、匿名化された情報及びその対応表を有する部門と当該部
門から匿名化された情報のみ提供される部門が存在する場合に、前者
の部門において厳格な安全管理措置を講じることなどの条件を設けた
上で、後者の部門においては当該情報を個人情報に該当しないと整理
することが研究の円滑な実施の観点から適当と考えた。しかるに、個人
情報保護法、行政機関個人情報保護法及び独立行政法人等個人情報
保護法の解釈との関係から、最終的には当該情報を個人情報に該当
するものとして整理せざるを得なくなった。しかしながら、こうした整理に
より、研究の実施に支障を及ぼす可能性にも十分留意する必要がある。
したがって、今後、同一法人内における連結可能匿名化情報の取扱い
に関する問題点等について適宜フォローアップを行って実態を把握する
とともに、必要に応じて研究の実施に支障を及ぼさないよう適切な措置
が検討されるべきものと考える。
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新たになされた対応①：国際共同研究
４（２）　我が国の研究を行う機関が海外の研究機関と共同研究を実施する際は，共同研

究を行う相手国で定める法令及び指針等を遵守しつつ，原則として本指針に従って研究

を行うものとする。

　ただし，次に掲げる場合には，相手国における試料等の提供及び試料等の取扱いについ

て，相手国の定める法令，指針等の基準に従って行うことができる。

　　ア　本指針が相手国における基準より厳格な場合であって，かつ，次に掲げる要件の

すべてを満たす場合

　　（ア）相手国において本指針の適用が困難であること。

　　（イ）細則に定める事項が適切に措置されることについて，我が国の研究を行う機関

の倫理審査委員会の承認を受け，当該機関の長が適当と判断していること。･･･

　　＜海外研究機関との共同研究を実施する際の細則＞

　　１．第１の４（２）ア（イ）に規定する事項は次に掲げるものとする。

　　（１）インフォームド・コンセントを得られること

　　（２）提供者の個人情報の保護について適切な措置が講じられること

　　（３）研究計画の科学的・倫理的妥当性について，相手国により承認されること，又

は相手国が定める法令，指針等に基づいて相手国の機関内の倫理審査委員会若しくはこ

れに準ずる組織により承認され，相手国の研究を行う機関の長により許可されること
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新たになされた対応②：地域・集団が対象の研究

７（６）　研究責任者は，地域住民等一定の特徴を有する集団を

対象に，地域住民等の遺伝的特質を明らかにする可能性が

ある研究を実施する場合には，研究実施前に地域住民等を

対象とする説明会を行うこと等により，研究の内容及び意義に

ついて説明し，研究に対する理解を得るよう努めるとともに，

研究実施中においても，研究に関する情報提供を行うこと等

により地域住民等との継続的な対話に努めなければならない。
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新たになされた対応③：ICを受ける者

10（６）　研究責任者は，インフォームド・コンセントを受けるのに必要な
業務を自ら実施することができない場合，試料等の提供が行われる
機関の研究者等のうち，研究の内容及び意義等について十分に理
解している者に，研究責任者の指導・監督の下，当該業務の全部又
は一部を行わせることができる。

　（７）　研究責任者は，当該機関に属する研究者等以外の者（以下
「履行補助者」という。）との間で，業務の範囲と責任を明らかにする
契約を締結することにより，当該履行補助者にインフォームド・コン
セントを受けるのに必要な説明を行わせ，その他インフォームド・コ
ンセントを受けるのに必要な業務の一部を行わせることができる。

　　　この場合，研究責任者は，研究計画書にその旨を記載するととも
に，必要に応じ当該履行補助者の研修の機会を確保しなければな
らない。［細則は次のスライド］
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新たになされた対応③：ICを受ける者

10（７）　＜インフォームド・コンセントの履行補助者に関する細則＞

　１．試料等の提供が行われる機関の研究責任者は，試料等の提供

が行われる機関に属する者以外の者にインフォームド・コンセント

受けることを行わせる際には，履行補助者を置くこと及び必要に応

じて研修方法等について研究計画書に記載し，当該研究計画書は

試料等の提供が行われる機関の倫理審査委員会により承認され，

試料等の提供が行われる機関の長の許可を受けるものとする。

　２．試料等の提供者又は代諾者等から同意を受けることを含めて行

わせる場合は，履行補助者は，原則として，医師，薬剤師等，刑法

第134条，国家公務員法第100条及びその他の法律により業務上

知り得た秘密の漏えいを禁じられている者が行う場合に限る。

　【ゲノム・メディカルリサーチコーディネータ（G・MRC）制度設立の動き】
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新たになされた対応④：同意撤回時の取扱い

10（10）　研究責任者は，提供者又は代諾者等からインフォームド・コンセント

の撤回があった場合には，原則として，当該提供者に係る試料等及び研

究結果を匿名化して廃棄し，その旨を提供者又は代諾者等に文書により

通知しなければならない。また，提供者又は代諾者等が廃棄以外の処置

を希望する場合には，特段の理由がない限り，これに応じなければならな

い。

　　　ただし，次に掲げる要件のいずれかを満たす場合は，試料等及び研究

結果を廃棄しないことができる。

　　ア　当該試料等が連結不可能匿名化されている場合

　　イ　廃棄しないことにより個人情報が明らかになるおそれが極めて小さく，

かつ廃棄作業が極めて過大である等の事情により廃棄しないことが倫理

審査委員会において承認され，研究を行う機関の長に許可された場合

　　ウ　研究結果が既に公表されている場合［試料等の廃棄を前提とする］
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新たになされた対応⑤：国内共同研究

６（10）　研究を行う機関の長は，国内において共同研究を実施す

る場合は，それぞれの研究を行う機関に設置された倫理審査委

員会において，他の共同研究機関における研究計画の承認の

状況，インフォームド・コンセントの状況，匿名化の状況等を示し

た上で研究計画の承認を得なければならない。

　　ただし，複数の機関が参画する共同研究において，主たる研

究を行う機関が研究全体の推進及び管理を担う場合は，当該

主たる研究を行う機関においては，当該機関に設置された倫理

審査委員会が研究計画全体について審査を行い，他の共同研

究機関においては，第２の９（５）に従い，研究計画の実施につ

いて迅速審査を行うことができる。
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改正指針の適用対象

「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」についてのＱ＆Ａ
（平成17年3月18日）

質問：指針施行後（平成13年４月１日以降）、旧指針を遵守して実

施している研究についても、本指針は適用されますか。また、当
該研究に本指針を適用する場合に、倫理審査委員会へ再申請
する必要はありますか。

回答：本指針の適用を受けます。研究計画に変更がない場合は倫
理審査委員会への申請は必要ありませんが、本指針に対応す
るための研究計画の変更等により、倫理審査委員会の審査を受
ける必要が生じる場合があります。なお、研究計画の軽微な変
更は、「９　倫理委審査委員会の責務及び構成」（５）細則に規定
されているとおり迅速審査により対応できるものと考えます。
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個人情報の開示について

６（23）　研究を行う機関の長は，提供者又は代諾者等から，当

該提供者が識別される保有する個人情報の開示･･･を求めら

れたときは，提供者又は代諾者等に対し，文書により，遅滞な

く，当該保有する個人情報を開示しなければならない。

　ただし，開示することにより次のいずれかに該当する場合は，

その全部又は一部を開示しないことができる。

　　ア　提供者又は第三者の生命，身体，財産その他の権利利

益を害するおそれがある場合

　　イ　法令に違反することとなる場合

　なお，保有する個人情報の全部又は一部について開示しない

旨の決定をしたときは，提供者又は代諾者等に対し，遅滞なく，

その旨を通知しなければならない。
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【改正指針】　11 遺伝情報の開示

（１）研究責任者は、個々の提供者の遺伝情報が明らかとなるヒトゲ
ノム・遺伝子解析研究に関して、提供者が自らの遺伝情報の開
示を希望している場合には、原則として開示しなければならない。

　ただし、遺伝情報を提供することにより、提供者又は第三者の生
命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがあり、開示し
ないことについて提供者のインフォームド・コンセントを受けてい
る場合には、その全部又は一部を開示しないことができる。

【旧指針】　９ 遺伝情報の開示

（１）研究責任者は，個々の提供者の遺伝情報が明らかとなるヒトゲ
ノム・遺伝子解析研究に関して，提供者が自らの遺伝情報の開
示を希望している場合には，原則として開示しなければならない。
ただし，遺伝情報を提供する十分な意義がなく，開示しないこと
について提供者のインフォームド・コンセントを受けている場合に
は，この限りでない。



www2.kobe-u.ac.jp/~emaruyam/

【参考資料】

◆UNESCO, International Declaration On Human Genetic Data
http://portal.unesco.org/shs/en/ev.php-URL_ID=1882&URL_DO=DO_TOPIC&URL_SECTION=201.html

◆文部科学省――生命倫理・安全に対する取組
http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/seimei/main.htm
◆厚生労働省医学研究に関する厚生労働省の指針一覧
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/kousei/i-kenkyu/index.html
◆経済産業省バイオ政策・生命倫理に関する情報
http://www.meti.go.jp/policy/bio/seimei-rinri/seimei-rinri.htm
◆ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針ホームページ
http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/seimei/genomeshishin/05062701.htm

◆遺伝医学関連学会『遺伝学的検査に関するガイドライン』
http://jshg.jp/pdf/10academies.pdf
◆個人情報保護法
http://www.kantei.go.jp/jp/it/privacy/houseika/hourituan/index.html
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